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福島県では、浜通り地域等の早期の産業復興を実現するため、イノベ構想において重点

的に取り組む分野について、地元企業等又は地元企業等と連携して行う実用化開発等
の費用を支援しています

※予算成立が前提のため、予算の審議状況によっては事業内容（補助率含む）が変更される可能性があることをご了承ください
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令和3(2021)年度版 事例集

【参考】毎年度、各事業計画の概要や事業者インタビューをまとめた事例集を発刊しており、
Web上で閲覧できます

２０２１年度版「地域復興実用化開発等促進事業」

の事例集について - 福島県ホームページ

(fukushima.lg.jp)

令和3(2021)年度版
「地域復興実用化開発等促進事業」の事例集

▼携帯・タブレットからのアクセス

▼ PCからのアクセス

【これまでの採択者】
・R5.1.31時点 448件採択
・実用化100件、事業化85件
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無断複製・転載禁止 公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

ＦＴＣの紹介動画はこちら

 新たなプレーヤーを呼び込み、産業の集積を図るため、福島県浜通り地
域等１５市町村（イノベ地域）において起業・創業を目指す優れた事業
シードを発掘し、事業化に至るまでの様々な支援を行う取組を2020年
度より開始。

Fukushima Tech Create（イノベーション創出プラットフォーム事業）
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Fukushima Tech Create（略称：FTC）

FTCでは、３つのエンジンで起業・創業をサポートします。

①専門事業者による伴走支援
・豊富な支援実績を有する専門コンサルタント事業者による起業・創業ステージに応じ
たアイデアの具現化や事業計画のブラッシュアップなど、ハンズオン型支援を無料で
受けられます。

②イノベーション創出支援助助成金（最大1,000万円）
・審査により、試作品開発や市場調査、実証などの費用を最大1,000万円まで助成します。

③「FTCサポーター」によるバックアップ支援
・福島県内外の行政機関、金融機関、大学、研究機関などがサポーターとなり、実証場
所の紹介やアドバイス、情報の提供等を行います。

【Ｒ４採択者数】
ビジネスアイデアPG 20者
地域未来実現ＰＧ 7者
アクセラレーションPG     7者
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https://www.youtube.com/watch?_fsi=cUL1L1Oi&v=XlrMK4sIZwk&feature=youtu.be


無断複製・転載禁止 公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

プログラムのイメージ（参考：Ｒ４年度）

成果発表会１月24、25日 ＠いわき産業創造館

ワークショップ８月2日 ＠川崎K-nic

プログラムによっては、
コンサルタントとの
個別メンタリングも複数回
実施しております。

交流会発表会

集合研修

- 8 -



無断複製・転載禁止 公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

現時点での主な成果等（これまでの3年間の採択者数 R2:50者 R3:33者 R4:34者 計117者 ）

支援先：（株）エムケー技研
プログラム名：ビジネスアイデア事業化PG（2020、2021年度支援）

・豪雨等における河川の水位予測を目的とした水位計

を中心とする防災システムを開発。機器の購入を要し
ない安価なサービス提供を目指す。

・試作機の開発や自治体ヒア リング、

契約書作成に関するＦＴＣ支援

を経て、田村市に2022年度か
ら導入されている。

（県内企業）

支援先：サステイナブルエネルギー開発（株）
プログラム名：アクセラレーションPG（2020年度支援）

・イノベ地域の間伐材や有機系廃棄物等を高温水

処理後に炭化ペレット化し、石炭代替燃料として火
力発電所に供給することを目指す。

・ＦＴＣの支援を経て、2021年度にイノベ実用化補
助金に採択。ペレットの生産体制を整備すべく、南相

馬市に実証拠点を開設。（県外企業/宮城県）

支援先：チームAIBOD
プログラム名：ビジネスアイデア事業化PG（2021年度支援）

・画像識別による無人決済シス

テムを開発中。

・ＦＴＣでは、試作機の開発と

ニーズ調査を支援。

・イノベ地域内でのニーズヒアリング
をもとに、2022年度より大熊町インキュベーション施

設に入居。同年、実用化補助金に採択。

（県外企業/福岡県）

支援先：（株）ＳＡＧＯＪＯ
プログラム名：地域未来実現PG（2020、2021年度支援）

・イノベ地域を学校と見立て、

地域課題を教材とした教育
プログラムツアービジネスを展

開予定。

・関係人口の拡大や担い手不足の解消を目指し、Ｆ

ＴＣの支援により、「知る」「体験する」「考える」をコン
セプトとした富岡町の漁業を考える実証ツアーを

2021年度に実施。（県外企業/東京都）- 9 -



無断複製・転載禁止 公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

プログラムのスケジュール仮（2023年度）

 プログラム参加者は、約７か月に渡る伴走支援や補助金を活用し、事業計画のブラッシュ
アップや試作品開発、市場調査、実証実験等を実施。

 支援期間の終盤に予定されるピッチイベントでその成果を発表し、資金提供者、事業パー
トナー等を募り、更なる事業進展に繋げていく。

各プログラムの参加者募集（３月末～５月上旬）

補助金の受付（６月下旬～）

各プログラム参加者への決定通知・支援開始（６月中旬）

支援終了（翌年１月下旬）

ピッチイベント（成果発表会）（１２月～１月予定）

上記はあくまで予定であり、変更となる可能性がございます。
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拡
大呼 び

込 み

呼び込み チャレンジ 拡大

FTC 実用化なし

スタートアップ推進の課題
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■ スタートアップ創出事業（Ｒ５新規）

全国のスタートアップ関係者（スタートアップ、VC、コンソーシアム等）をイノベ地域に
呼び込むための窓口を設置するとともに、視察ツアーを実施する。合わせて地元事業者等と
の連携・協業に向けた取組を実施し、次のステージの施策につなげていく。

FTC

実用化
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＜福島第一原子力発電所＞

廃炉関連産業集積基盤構築事業（１Ｆ、２Ｆの現状）

 廃炉作業は３０～４０年
かけて主に５つの作業が
進められている。

・燃料取り出し

・燃料デブリ取り出し
・汚染水対策
・ALPS処理水の処分
・廃棄物の処理・処分／、
原子炉施設の解体等

＜福島第二原子力発電所＞

復興と廃炉の両立に向けた福島の皆様へのお約
束を公表（2020.3.27）

総費用約８兆円

「復興と廃炉の両立に向けた福島の皆様へのお約
束」実現に向けた取組み状況を公表（2021.5.27）

2020年代中盤に、廃炉関連施製品工場など5
施設の新設を提示。

2019年7月31日 全号機の廃止を決定
2021年4月28日 廃止措置計画認可

（原子力規制委員会）
2021年6月下旬～廃炉作業開始

 廃炉作業は、44年が見込まれてい
る（2064年度終了予定）
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【令和５年度】 （イノベ機構への委託事業）

廃炉関連産業集積基盤構築事業（廃炉関連産業マッチングサポート事務局)

（１）マッチングサポート事務局の運営
専門コーディネータを配置し、相談窓口業務や個別コンサルティング、
会社訪問、イベントの企画運営などを行う。

（２）廃炉スタディツアーの実施
廃炉への理解促進のため、東京電力福島第一原子力発電所の
現地見学会を実施する。

（３）元請企業及び地元企業のネットワーク形成
東京電力や元請企業、地元企業等との交流会を開催し、異分野間の
情報交換を促進し、異業種連携やイノベーション創出を図る。

（４）参入を目指す地元企業の競争力強化
地元企業の持つ技術の整理や生産性向上などにより、提案力の強化や
経営基盤の向上を図る。

（５）参入を目指す地元企業への資格取得の支援
廃炉関連産業に必要な資格取得に係る費用の補助を行う。
※放射線取扱主任者、非破壊検査技術者、溶接技術者等

（６）廃炉ビジネス展示商談会
地元企業自らが得意とする技術やサービスのＰＲや実機を用いたデモ等を行う展示商談会を開催し、地元
企業の新規参入や受注拡大、ネットワーク形成等を促進

総費用が8兆円とされ、今後数十年続くと見込まれる東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業において、
受発注のミスマッチの解決を図り、地元企業の新規参入（受注拡大）を促進する。

主な取組

本事業を遂行することにより、1日も早い廃炉と福島の復興を成し遂げる。

お問い合わせください！
（事務局にご登録ください！）

事務局：イノベ機構
Tel：024-581-7046 

企業登録件数 178社（R5.1)

成約件数 497社（R5.1)
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ご静聴ありがとうございました。
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